
学部学生用

令和 2 年度

後期授業料減免の申請手続きについて



＜ 目 次 ＞ 

１．授業料減免の手続きについて・・・・・・・・・・・・・・・・P１
２．申請書類の提出について・・・・・・・・・・・・・・・・・・P３
３．〔令和元年度以前入学者のみ〕令和２年度授業料減免等申請書

記入上の注意点申請書類記入上の注意・・・・・・・・・・・・P６
４．（別紙）授業料減免における学力基準及び家計基準

◎授業料減免 

〔申請期間〕 

（後期） 令和２年 ９月２３日～  ９月２５日 

   〔結果通知〕 

          令和２年１２月中旬 

※やむを得ない事情により、申請書類に添付する書類を揃えられない場合は、事前に

その旨を申請書類提出先へ連絡し、指示を受けてください。 

申請期間を過ぎた後は、申請書類の受付は行いません。 



１．授業料減免の手続きについて                                        

（１） 授業料減免の対象者 

次のいずれかに該当する者。

ア．令和２年度から始まる日本学生支援機構が実施する新たな給付奨学金を受給す

る者（申請中、又は申請予定の者を含む） 

イ．強い社会的要請があり、特段の配慮が必要であると認められる者

（２）対象者の認定要件（学力基準及び家計基準） 

  授業料減免における対象者の認定要件は、日本学生支援機構が実施する給付奨学金

の申請に求められる要件と同一で、本学の授業料減免を申請する者は日本学生支援機

構が定める学力基準及び家計基準を満たす必要があります。詳細は、「（別紙）入学料・

授業料減免における学力基準及び家計基準」を参照してください。

（３）本学が独自に実施する授業料減免の救済措置（令和元年度以前入学者が対象） 

次のいずれかに該当する者は、大学独自の授業料減免における学力・家計の基準を

満たす者について、審査のうえ、救済措置を受けることができます（限られた予算内

で実施するため、必ずしも十分な救済措置を実施できるとは限りません）。

①日本学生支援機構が実施する新たな給付奨学金の申請に求められる要件に合致

せず、申請できない者

   （例）自己資産が申請要件を満たさず、新たな給付奨学金に申請できない者

  ②日本学生支援機構が実施する新たな給付奨学金へ申請した結果、「全額免除」以

外であった者

   （例）日本学生支援機構が実施する新たな給付奨学金へ申請した結果、「不採用」

となるが、本学独自の授業料減免審査基準による審査結果では「全額減免」

となる場合

  ③学力不振を理由に令和元年度の授業料減免に申請できなかった者で、日本学生支

援機構が実施する新たな給付奨学金の申請対象外となる者

（例）平成 30 年度は学力が振るわず、令和元年度に学力不振で留年することに

なったが、令和元年度は学業に専念したことにより、令和 2年度は進級でき

ることとなった者

④令和元年度まで従来の給付奨学金を受給していた者で、日本学生支援機構が実施

する新たな給付奨学金の申請に求められる要件に合致しない者、又は日本学生支

援機構が実施する新たな給付奨学金へ申込んだ結果、令和元年度より授業料減免

額が減額される者もしくは全くなくなる者



（４）授業料減免の申請 

次の【A】～【C】より、自身のあてはまる状況に応じて必要な手続きを行ってください。 

【A】前期に授業料減免・給付奨学金を申請し、授業料減免・給付奨学金に採用された

者で後期も支援を継続して受ける場合 

後期も継続して授業料の減免を希望する場合は、改めて授業料減免の申請手続きが

必要です。

申請がない場合は、後期授業料減免・給付奨学金の支援を受けられないのでご注意

ください。

なお、授業料減免の審査は、学期毎に行いますので、前期の審査結果がそのまま後

期に適用されるとは限りません。

【B】前期に授業料減免・給付奨学金を申請したが、給付奨学金が「不採用」または「対

象外」であったため、再度申請する場合 

  前期に申請した給付奨学金が「不採用」または「対象外」となり、後期（秋の在学

採用）から改めて授業料の減免を希望する場合は、前期と同様に、日本学生支援機構

が実施する給付型奨学金と授業料減免、両方へ申請手続きが必要です。 

令和元年度以前入学者は、「令和２年度授業料減免等申請書」に必要書類を不備な

く添付して提出することで、本学独自の授業料減免の救済措置の対象となります。

【C】前期に申請しておらず、後期（秋の在学採用）から新たに申請する場合

  日本学生支援機構が実施する給付型奨学金と授業料減免、両方へ申請手続きが必要

です。 

※審査結果が通知されるまで、授業料は納付しないでください。 

（５）減免の額 

  授業料減免審査の結果、全額減免もしくは一部減免が許可された場合は、授業料の

全額もしくは一部を減免します。

（６）審査結果の通知 

  授業料減免の審査結果は、申請書類提出時に交付する受付番号で学内掲示板（教務

情報システム（LiveCampus））に掲示する予定にしていますので、申請時に交付さ

れた受付番号は、紛失しないよう十分注意してください。

なお、授業料減免審査の結果、不許可もしくは一部減免となった場合は、大学が指

定する期日までに授業料を納付しなければなりません。（所定の期限内に授業料を納

付しなければ除籍となりますので、十分注意してください。）



２．申請書類の提出について                                            

次の【A】～【C】より、自身のあてはまる状況に応じて申請書類を準備してください。

【A】前期に授業料減免・給付奨学金を申請し、給付奨学金に採用された者で後期も支

援を継続して受ける場合 

【B】前期に授業料減免・給付奨学金を申請したが、給付奨学金が「不採用」または「対

象外」であったため、再度申請する場合 

【C】前期に申請しておらず、後期（秋の在学採用）から新たに申請する場合 

（１）提出書類 

＜令和２年度以降入学者＞ 

【A】に該当する場合 

①高等教育の修学支援制度による授業料減免の継続認定に関する申請書（Ａ様式２）

②令和２年度授業料免除確認票 

【B】【C】に該当する場合 

①高等教育の修学支援制度による授業料減免の認定に関する申請書（Ａ様式１） 

②令和２年度授業料免除確認票 

③学修計画書（該当者のみ）

 ＜令和２年度入学者＞

   イ）進学前の評定平均値が 3.5 未満の者

   ロ）入試成績が属する類の上位 1/2 の範囲に属さない者又は高等学校卒業認定試

験の合格者

学修計画書の提出が必要な学生は、在学採用の申請後に学内の掲示板等によりその

詳細を周知しますので、必ず確認のうえ、該当する者は申請受付窓口へ書類を受取り

に行ってください。該当する者から学修計画書の提出がない場合は、学力不適と見な

され、日本学生支援機構の給付奨学金も本学の入学料及び授業料減免も受けられない

ので注意してください。 

＜令和元年度以前入学者のみ＞ 

【A】に該当する場合 

①高等教育の修学支援制度による授業料減免の継続認定に関する申請書（Ａ様式２）

②令和２年度授業料免除確認票

④授業料減免等に関するチェックリスト

【B】【C】に該当する場合 

①高等教育の修学支援制度による授業料減免の認定に関する申請書（Ａ様式１） 

②令和２年度授業料免除確認票 



③学修計画書（該当者のみ）

 ＜令和元年度以前入学者＞

   令和元年度における GPA が、日本学生支援機構が実施する給付奨学金の申請に

求められる基準を満たさない者

学修計画書の提出が必要な学生は、在学採用の申請後に学内の掲示板等によりその

詳細を周知しますので、必ず確認のうえ、該当する者は申請受付窓口へ書類を受取り

に行ってください。該当する者から学修計画書の提出がない場合は、学力不適と見な

され、日本学生支援機構の給付奨学金も本学の入学料及び授業料減免も受けられない

ので注意してください。 

④授業料減免等に関するチェックリスト 

⑤令和２年度授業料減免等申請書（２枚複写式） 

※前期に提出していない者のみ提出 

※後期の申請書は、本人控も含め２枚１セット（複写式）

申請書は記入後、切り離さず本人控を含め２枚を提出してください。本人控は、受付

後に受付番号を記入して本人へ返却します。

結果通知の際に受付番号が必要となりますので、紛失しないよう大切に保管してく

ださい。

⑥「所得（課税）証明書」 

就学者を除く同居者、同一生計の家族全員分（無職、無収入の方を含む）。

全項目に係る証明（所得金額、住民税所得割額の金額、扶養親族の人数が記載さ

れたもの）が必要です。

※証明内容の一部が「＊＊＊」となっている等、内容が不明瞭な場合は、不備と

なり再提出が必要となります。

⑦アルバイト等収入状況申立書 ⑥～⑨は前期に提出していない者または前期から状

況が変わった者のみ提出 

⑧奨学金受給確認書 

⑨兄弟姉妹等の在学状況及び授業料減免状況証明書

※家族に就学者がいる場合に提出してください。

⑩その他チェックリストに基づく必要添付書類 

（２）提出場所 

所属 提出先 連絡先 

工学部 学生係 koh-gakusei@jimu.kyutech.ac.jp

情報工学部 学生係 0948-29-7524 

※やむを得ない事情により、申請期間中に申請に必要な書類一式を揃えられない場



合、事前にその旨を申請書類の提出先の担当係へ連絡し、指示を受けてください。 

提出期間を過ぎた後は、申請書類の受付は行いません。

（３）その他の注意事項 

１．必要な証明書等に不備・不足があった場合は、申請を受理できませんので、余裕

をもって提出してください。

２．減免申請を行った者は、審査結果が通知されるまでの間、申請した授業料の納付

が猶予されますので、審査結果が通知されるまで納付しないでください。

３．審査結果の通知後、提出書類に虚偽の申告があったと認められる場合は、決定を

取消すことがあります。 

（４）個人情報の取扱いについて 

  授業料に係る減免申請書及び提出書類により取得した情報は、各種審査のために利

用するもので、その他の目的には利用しません。



３．〔令和元年度以前入学者のみ〕令和２年度授業料減免等申請書記入上の注意

点

申請書類は、審査時の資料となるので、以下の注意事項を参照のうえ、申請時現在の

状況を正確に記入してください。

未記入、証明書類の不足等、不備のある申請書類は、受理することができませんので、

審査から除外します。

また、故意に事実と相違したことを申請書類に記入していることが判明した場合は、

審査結果の通知後であっても結果が取消されますので、正確に記入してください。

（１）「様式-①」令和２年度後期授業料減免等申請書 

「申請区分」 

 該当する項目「授業料減免」に をしてください。

「本人」、「保証人」欄 

１．保証人は、原則、入学時に大学へ提出した父母兄姉を選任してください。

ただし、事情によっては、これに代わる適当な方の選任を認めます。

２．本人及び保証人がそれぞれ記入・押印し、印鑑はそれぞれ別の印鑑を使用して

ください。同一人物による記入、同一印による押印は書類不備とし、申請を認め

ません。

本人欄の「通学区分」及び「独立生計」においては、該当の有無に をしてく

ださい。

「申請理由」欄 

申請を希望するに至った家庭事情や、その他説明を要することについて、申請者

（学生自身）の立場で記入してください。

時折、ご両親等の立場から記入されたものが見受けられますが、その場合は書類

不備となりますので注意してください。

◎家庭状況調書 

「給付型奨学金」欄

給付型奨学金の「受給の有無」は、返還義務のない給付型奨学金を受給している

場合は「□有」に をしてください。返還義務のある貸与型奨学金のみを受給して

いる場合、又は、奨学金を全く受けていない場合は「□無」に をしてください。

※「有」の場合、受給状況を記載してください。



「本人・家族（就学者以外）・同居者」欄 

１． 記入の有無は以下のとおりです。

○記入する
・就学者を除く、同居者全員

・別居で同一生計（生計を一にする）の家族（単身赴任など）

×記入しない
・別居で別生計（独立して生計を営んでいる）の兄弟姉妹、

祖父母など

２．父母は、死亡・生別に関わらず、必ず記入してください。

父母が生別の場合は、「特別控除」欄に、離別・失踪等の理由を記入してください。

３．現在の職業は、主婦、家事手伝い、無職等もその旨記入し、空欄にしないでくだ

さい。

４．在職期間は、現在の職業に就いてからの年数（１年未満は月数：○ヶ月）を記入

してください。

５．給与収入及び給与外収入は、提出書類を基に大学で記入しますので記入不要です。

「本人以外の就学者」欄 

１．申請者本人を除く、小・中・高校・高専・大学（大学院を含む）・特別支援学校

及び専修学校（高等課程・専門課程）に在学する方を記入してください。

※専修学校一般課程及び各種学校・予備校・看護学院・職業訓練校・防衛大学校

等に在学する方は、就学者には該当しません。よって、上記の学校へ通ってい

る兄弟姉妹がいる場合は「本人・家族（就学者以外）・同居者」欄に記入して

ください。

２．種別は、欄外の注意書きを参照して記入し、通学区分及び国公私立の別は、該当

するものに をしてください。

３．本人以外の就学者欄に記入した方のうち、国立学校に在学する方（申請者本人を

除く高校生以上）は、昨年度の授業料減免の状況について該当するものに をして

ください。

なお、昨年度の授業料減免の状況が「□無」以外の場合は、正規授業料の年額を

記入してください。

◎収入状況調書

「収入状況」欄

※網掛け箇所は、大学記入欄ですので記入しないでください。

１．「本人・家族（就学者以外）・同居者」欄に記入した全員の収入状況を記入してく

ださい。



２．給与収入は、2019 年 1 月～2019 年 12 月の税込の支払金額を記入（千円未満切り

捨て）してください。 

※給与収入とは、次に掲げるものを指します。 

◆俸給・給料・賃金・歳費 

◆年金（障害年金、遺族年金、老齢年金、企業年金等）・恩給 

◆児童手当・児童扶養手当・特別児童扶養手当・傷病手当・健康管理手当・失業給

付・生活保護法による扶助料 等 

※給与収入の区分に該当する項目がない場合は、（  ）に項目を記入し、収入金

額を記入してください。 

※2019 年 1 月以降に就職・転職した場合は、勤務及び給与証明書により、年間収

入予定金額を推算の上、記入してください。 

３．給与外収入は、給与収入以外の 2019 年 1 月～2019 年 12 月の所得金額を記入し

てください。

※給与外収入とは、次に掲げるものを指します。

◆農業・商業・工業・林業・水産業・不動産業・運輸通信業・医療保険業等による

所得

◆その他の職業（保険の外交等）による所得

◆その他の雑所得（利子・配当・家賃・地代・内職収入・親戚、知人からの援助収

入等）

◆臨時所得（退職金・保険金・資産の譲渡による所得及び山林所得等）

ただし、臨時所得には、学資負担者の死亡等による「生命保険金」は含まない。

◆養育費（未成熟子(経済的・社会的に自立していない子)が自立するまでに要する

費用を、子供を養育しない他方の親が支払うもの）

※退職金・保険金・資産の譲渡による所得及び山林所得等の臨時所得は、当該授

業料納期前６ヶ月以内の所得を記入してください。

また、退職金・保険金・資産の譲渡による所得及び山林所得等の臨時所得は、

必ず受取年月を記入してください。

給与外収入の区分に該当する項目がない場合は、（  ）に項目を記入し、収

入金額を記入してください。

確定申告（市県民税申告）をしている場合は、申告書の収入金額から必要経費

を差引いた所得金額を記入してください。確定申告をしていない場合は、2019

年１月～2019 年 12 月の収入金額から必要経費を差引いた所得金額を記入して

ください。

４．記入する金額は、千円未満を切り捨てて記入してください。

５．給与収入及び給与外収入の合計を各人分、記入してください。



◎特別控除 

１．母子・父子世帯に該当する場合は、死別・生別のいずれかを○で囲み、発生年

月、理由を記入してください。

２．障害者のいる世帯については、申請者本人との続柄を記入、該当する区分を○

で囲み、手帳番号を記入してください。

なお、ここでいう「障害者」とは、以下に該当する者を指します。

ア．身体障害者福祉法第１５号第４項の規定により身体障害者手帳の交付を受け

ている者

イ．公害疾病の認定を受けた者で、かつ当該公害による身体上の障害がある者

ウ．原爆被爆者で、身体の機能に障害がある者

エ．心神喪失の状況にある者、もしくは精神薄弱と判定された者

オ．常に就床を要し、複雑な介護を要する者

３．長期療養者(６ヶ月以上にわたる療養中であり、今後も引き続き治療が必要と認

められる者)のいる世帯は、申請者本人との続柄を記入し、病名、期間、療養費年

額を記入してください。

※ただし、対象は保険適用の医療費で、医師の診断書に記載されている傷病に係

る請求に限ります。

４．申請基準日から１年以内に、火災、風水害、盗難等の被害を受け、支出が増大

あるいは収入が減少して将来長期（２年以上）にわたり著しく困窮した状態にお

かれている世帯の場合は、被災年月と災害名及び被害額を記入してください。

５．学資負担者が別居している世帯の場合は、別居期間及び別居に伴う支出金額を

記入してください。



（別紙）授業料免除における学力基準及び家計基準
　　　　　（日本学生支援機構　給付奨学金案内より抜粋）










